
 

千葉県政務活動費の交付等に関する条例 

 

（平成十三月二月二十三日条例第一号）  

 

改正 平成一四年 七月一二日条例第四三号  

平成二〇年 九月一八日条例第四四号  

平成二〇年一二月二四日条例第五八号  

平成二五年 三月 一日条例第二六号  

令和 元年一二月二七日条例第三〇号  

令和 三年 七月二○日条例第三二号  

 

（趣旨）  

第一条 この条例は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第百条第十四項 

から第十六項までの規定により、千葉県議会の議員の調査研究その他の活動に 

資するため必要な経費の一部として議会における会派及び議員に対して交付する

政務活動費の交付の対象等、政務活動費に係る収入及び支出の報告書その他政務

活動費の交付等に関し必要な事項を定めるものとする。  

（政務活動費を充てることができる経費の範囲）  

第二条 政務活動費は、会派及び議員が実施する調査研究、研修、広聴広報、要請 

陳情、住民相談、各種会議への参加等県政の課題及び県民の意思を把握し、県政

に反映させる活動その他の住民福祉の増進を図るために必要な活動（以下「政務  

活動」という。）に要する経費に対して交付する。  

２ 政務活動費は、別表に定める政務活動に要する経費に充てることができるもの

とする。  

 （政務活動費の交付の対象）  

第三条 政務活動費は、千葉県議会の会派（所属議員が一人であるものを含む。以

下同じ。）及び議員の職にある者に対し交付する。  

 （会派に係る政務活動費）  

第四条 会派に係る政務活動費の月額は、五万円に当該会派の所属議員の数（以下

「所属議員数」という。）を乗じて得た額とする。  

２ 前項の所属議員数は、月の初日における会派の所属議員数による。  

３ 月の初日後末日までの間（以下「月の途中」という。）において、議員の任期

の満了、辞職、失職、除名若しくは死亡、議員の所属会派からの脱会若しくは除

名 又は議会の解散があった場合におけるこれらの事由が生じた日の属する月の

政務活動費の交付については、これらの事由が生じなかったものとみなす。一の

会派が他の会派と合併し、又は会派が解散した場合も、また同様とする。  

４ 会派の所属議員数の計算については、同一の議員について重複して行うことが

できない。  

（議員に係る政務活動費）  

第五条 議員に係る政務活動費の月額は、三十五万円とする。  



 

２ 前項に規定する額の政務活動費は、月の初日に議員の職にある者に対し交付する。 

３ 月の途中において、議員の任期の満了、辞職、失職、除名若しくは死亡又は議

会の解散があった場合におけるこれらの事由が生じた日の属する月の政務活動費

の交付については、これらの事由が生じなかったものとみなす。  

 （会派の届出）  

第六条 議員が会派を結成し、会派に係る政務活動費の交付を受けようとするとき

は、代表者及び政務活動費経理責任者を定め、その代表者は別に定める会派結成

届を議長に提出しなければならない。会派結成届の内容に変更があったときは、

別に定める会派異動届を議長に提出しなければならない。  

２ 会派を解散したときは、その代表者は別に定める会派解散届を議長に提出しな

ければならない。  

 （会派等の通知）  

第七条 議長は、前条第一項の規定により会派結成届の提出があった会派及び政務

活動費の交付を受ける議員について、四月一日における会派の所属議員名その他

別に定める事項を、毎年度、速やかに知事に通知しなければならない。  

２ 議長は、四月二日以後年度の末日までの間において、前条に規定する会派結成

届、会派異動届若しくは会派解散届の提出があったとき又は議員の変更があった

ときは、速やかにその内容を知事に通知しなければならない。  

 （政務活動費の交付の決定等）  

第八条 知事は、前条各項の規定による通知があったときは、政務活動費の交付又

は交付の変更の決定を行い、会派の代表者又は議員に通知しなければならない。  

 （政務活動費の請求及び交付）  

第九条 会派の代表者及び議員は、前条の規定による通知を受けた場合は、四半期

の最初の月の十日までに、別に定める様式により当該四半期に属する月分の政務

活動費を請求するものとする。ただし、一の四半期の最初の月又はその翌月に議

員の任期が満了する場合は、任期が満了する日が属する月までの月分の政務活動

費を請求するものとする。  

２ 知事は、前項の請求があったときは、速やかに政務活動費を交付するものとす

る。  

３ 知事は、一の四半期の最初の月の初日後最後の月の末日までの間（以下「四半

期の途中」という。）に、第六条第一項の規定により会派結成届の提出があった

とき、又は新たに議員が当選したときは、当該提出があった日又は当該当選した

議員の任期を起算する日の属する月の翌月（その日が月の初日である場合は、当

月）分以降の政務活動費を当該会派又は当該当選議員に対し、交付する。  

４ 知事は、一の四半期の途中において、会派の所属議員数に変更があった場合は、

当該会派に既に交付した政務活動費については、その変更があった日の属する月

の翌月（その日が月の初日である場合は、当月）分以降の政務活動費の額を調整

する。  

５ 会派の代表者は、一の四半期の途中において、議会又は会派の解散があったと

きは、解散があった日の属する月の翌月（その日が月の初日である場合は、当月）



 

分以降の政務活動費を速やかに返還しなければならない。  

６ 議員は、一の四半期の途中において、辞職、失職、除名若しくは死亡又は議会

の解散により議員でなくなったときは、議員でなくなった日の属する月の翌月（そ

の日が月の初日である場合は、当月）分以降の政務活動費を速やかに返還しなけ

ればならない。  

（収支報告書等）  

第十条 会派の代表者及び議員は、政務活動費に係る収入及び支出の報告書（以下

「収支報告書」という。）を、別記様式により年度の末日の翌日から起算して三

十日以内に議長に提出しなければならない。  

２ 会派の代表者は、議員の任期の満了又は議会若しくは会派の解散があった場合

は、前項の規定にかかわらず、これらの事由が生じた日（以下「任期満了等の日」

という。）の属する月までの政務活動費に係る収支報告書を、任期満了等の日の

翌日から起算して三十日以内に議長に提出しなければならない。  

３ 議員は、任期の満了、辞職、失職、除名若しくは死亡又は議会の解散により議

員でなくなった場合は、第一項の規定にかかわらず、議員でなくなった日の属す

る月までの政務活動費に係る収支報告書を、議員でなくなった日の翌日から起算

して三十日以内に議長に提出しなければならない。  

４ 前各項の収支報告書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。  

 一 当該収支報告書に記載された政務活動費による支出に係る領収書その他の証

拠書類の写し（領収書その他の証拠書類を徴し難い事情があったときは、議長が

別に定める書類）  

 二 当該収支報告書に係る会計帳簿の写し  

 三 前各号に掲げるもののほか、当該収支報告書に記載された政務活動費による

支出に関する書類のうち議長が別に定める書類  

５ 会派の代表者又は議員は、議長に提出した収支報告書及び前項各号に掲げる書

類（以下「収支報告書等」という。）に訂正がある場合は、速やかに当該収支報告

書等を修正しなければならない。  

 （政務活動費の返還）  

第十一条 知事は、会派又は議員がその年度において交付を受けた政務活動費の総

額から、当該会派又は議員がその年度において行った政務活動費による支出（第

二条に規定する政務活動費を充てることができる経費の範囲に従って行った支出

をいう。）の総額を控除して残余がある場合は、当該残余の額に相当する額の政務

活動費の返還を命ずることができる。  

 （収支報告書等の保存及び閲覧）  

第十二条 第十条各項の規定により提出された収支報告書等は、これを受理した議

長において、受理した日の翌日から起算して三年を経過する日の属する年度の末

日まで保存しなければならない。  

２ 何人も、議長の定めるところにより、議長に対し前項の収支報告書等の閲覧を

請求することができる。  

３ 議長は、前項の規定による請求があったときは、収支報告書等に記載されてい



 

る情報のうち千葉県議会情報公開条例（平成十三年千葉県条例第四十九号）第八

条に規定する不開示情報を除き、閲覧に供するものとする。  

（透明性の確保等）  

第十三条 議長は、第十条各項の規定により収支報告書が提出されたときは、政務

活動費の適正な運用を期するため、会派又は議員に対し、政務活動費に関し必要

な報告を求め、又は関係する書類の調査を行うことができる。  

２ 議長は、政務活動費については、その使途の透明性の確保に努めるものとする。  

 （委任）  

第十四条 この条例に定めるもののほか、政務活動費の交付の対象等、政務活動費

に係る収入及び支出の報告書その他政務活動費の交付等に関し必要な事項は、議

長が定める。  

    附   則  

 この条例は、平成十三年四月一日から施行する。  

    附   則（平成十四年七月十二日条例第四十三号）  

 この条例は、公布の日から施行する。  

附   則（平成二十年九月十八日条例第四十四号）  

 この条例は、公布の日から施行する。  

    附   則（平成二十年十二月二十四日条例第五十八号）  

（施行期日）  

１ この条例は、平成二十一年四月一日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の千葉県政務調査費の交付等に関する条例の規定は、この条例の施行の

日以後に交付される政務調査費について適用し、同日前に交付された政務調査費

については、なお従前の例による。  

    附   則（平成二十五年三月一日条例第二十六号）  

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の千葉県政務活動費の交付等に関する条例の規定は、この条例の施行の

日以後に交付される政務活動費について適用し、同日前に交付された政務調査費

については、なお従前の例による。  

    附   則（令和元年十二月二十七日条例第三十号）  

 この条例は、令和二年四月一日から施行する。  

    附   則（令和三年七月二十日条例第三十二号）  

 この条例は、令和三年八月一日から施行する。  

 

 

 

 

 



 

 

別表（第二条第二項）  

 

区分  項 目  内  容  

一  調査研

究費  

会派又は議員が行う県政、地方行政、地方財政等に関する調査研究

に要する経費で、おおむね次に掲げるものをいう。  

一 他の機関に調査研究を委託する場合における準備のための会議

に要する経費、委託の経費その他これらに類する経費  

二 自ら県民を対象としたアンケート調査等を実施する場合におけ

る準備のための会議に要する経費、アンケート用紙等の郵送及び返

信に要する経費、調査結果の検討及び取りまとめに要する経費その

他これらに類する経費  

三 政策等の調査研究又は立案を目的として議員で結成した団体の

運営又は研究に対する補助に要する経費又は当該団体に所属する

議員の会費  

四 現地調査を行う場合における準備のための会議に要する経費、旅

費、自動車等の借上げに要する経費、調査結果の取りまとめに要す

る経費その他これらに類する経費  

二  研修費  会派又は議員が研修会、講演会等（以下「研修会等」という。）又

は先進地視察を実施する場合に要する経費又は研修会等又は先進地

視察に参加する場合に要する経費で、おおむね次に掲げるものをい

う。  

一 会派又は議員が研修会等を実施する場合における準備のための

会議に要する経費、資料の作成に要する経費、会場及び機器の借上

げに要する経費、結果の取りまとめに要する経費、講師等への謝礼

その他これらに類する経費  

 

二 他団体が実施する研修会等に議員本人、議員が雇用する職員若し

くは秘書又は会派が雇用する職員が参加する場合に要する参加負

担金、旅費その他これらに類する経費  

三 会派又は議員が先進地視察を実施する場合における準備のため

の会議に要する経費、旅費、自動車等の借上げに要する経費、視察

の結果の取りまとめに要する経費その他これらに類する経費  

四 他団体が実施する先進地視察へ議員が参加する場合における参

加負担金、視察の結果の取りまとめに要する経費その他これらに類

する経費  

 

 



 

 

 

 

三  会議費  一の項、二の項及び六の項に掲げるもののほか、会派又は議員が実施

し、又は参加する議案等の審議に関する会議、県政に関する施策等の検

討会議、県民の県政に関する意見及び要望を吸収するための意見交換会

議その他各種会議における会場及び機器の借上に要する経費、資料の作

成に要する経費、旅費、会費その他これらに類する経費をいう。  

四  資料購入

費  

会派又は議員が政務活動を遂行する上で直接又は間接に必要な知識、

情報を収集するための書籍、報告書、事典辞書、法令集等の購入又は利

用に要する経費、新聞、雑誌等の購読又は利用に要する経費その他これ

らに類する経費をいう。  

五  資料作成

費  

一の項から三の項まで及び六の項に掲げるもののほか、会派又は議員

が行う政務活動に必要な資料を作成するための印刷製本に要する経費、

原稿料その他これらに類する経費をいう。  

六  広報費  会派又は議員が行う議会活動及び県政に関する政策等の広報に関する

編集のための会議に要する経費、広報紙又は議会報告書等の作成及び郵

送に要する経費、ホームページの作成及び更新に要する経費その他これ

らに類する経費をいう。  

七  事 務 所 費 政務活動に使用する事務所の設置及び維持管理に要する賃借料、光熱

水費、清掃委託、修繕経費その他これらに類する経費をいう。  

八  事務費  一の項から六の項までに掲げるもののほか、会派又は議員が行う政務

活動に必要な事務に係る経費で、おおむね次に掲げるものをいう。  

一 事務用消耗品類の購入費、複写印刷費、事務機器の修繕費等  

二 机、椅子、ロッカー、応接セット、パーソナルコンピューター等備

品類の購入経費  

三 複写機、ファクシミリ、パーソナルコンピューター等の賃借料、駐

車場使用料等  

四 電信電話料、インターネット使用料、送料、保険料、各種手数料等  

五 政務活動に必要な連絡業務等の旅費  

九  人件費  会派又は議員が行う政務活動に必要な事務に従事する事務員等に係る

経費で、給料、賃金、各種手当、社会保険料、委託料等の常時若しくは

臨時の雇用又は委託に要するものをいう。  

十  その他の

政務活動

に必要な

経費  

一の項から九の項までに掲げるもののほか、会派又は議員が行う要請

陳情活動、県政に関する政策等の広聴、住民相談その他の政務活動に必

要な経費をいう。  



 

別記様式(第十条第一項) 

(その一) 

年  月  日 

 

 

年 度 政 務 活 動 費 収 支 報 告 書 

 

 

千葉県議会議長       様 

 

 

会 派 名 

代表者名            

 

 

１ 収  入      政務活動費           円 

 

２ 支  出                               単位：円 

 

項 目 支 出 額  備 考 

調 査 研 究 費 
  

研 修 費 
  

会 議 費 
  

資 料 購 入 費 
  

資 料 作 成 費 
  

広 報 費 
  

事 務 所 費  
  

事 務 費 
  

人 件 費 
  

その他の政務活動に  

必要な経費 

  

合 計 
  

 

 

３ 残  余                      円 

 

 

注 備考欄には、主たる支出の内訳を記載する。



 

(その二) 

 

 

年  月  日 

 

 

年 度 政 務 活 動 費 収 支 報 告 書 

 

 

千葉県議会議長          様 

 

 

議 員 名            

 

 

１ 収  入      政務活動費           円 

 

２ 支  出                               単位：円 

 

項 目 支 出 額  備 考 

調 査 研 究 費 
  

研 修 費 
  

会 議 費 
  

資 料 購 入 費 
  

資 料 作 成 費 
  

広 報 費 
  

事 務 所 費  
  

事 務 費 
  

人 件 費 
  

その他の政務活動に  

必要な経費 

  

合 計 
  

 

 

３ 残  余                      円 

 

 

注 備考欄には、主たる支出の内訳を記載する。 


